














〔目的〕 

小児科領域における主な医療費補助の制度としては、未熟児に対する養育医療、主として

外科的疾患を対象とした育成医療、内科的治療を要する慢性疾患を対象とした小児慢性特

定疾患治療研究事業の三つがあけられる。しかし現在の医療レベルでは､これらの対象疾患

と同様の性質を有するか或いは同様の治療効果をあげられると考えられる疾患でも､対象

となっていない疾患が多数存在していることも事実である。 

小児慢性疾患の実態調査は､昭和 55 年から 57年にかけて、「小児慢性疾患の実態、フォロ

ーアップに関する研究」班(班長・加藤精彦)で実施した小児慢性特定疾患の医療給付台帳

に基いた実態調査以外に、アンケートによる調査が多数行われているが、前者による調査

は必ずしも正確な診断に基くものか否かを把握できず､後者では調査法自体に限界があり、

患者動態の把握が困難という欠点がある｡今後小児慢性疾患の実態把握には、小児慢性特定

疾患の申請書に基いた把握が最も合理的かつ有効な方法と考えられ、そのためには診断名

の整理と、医療費補助の適応を疾患に則したものに改善することが第一である。今年度は、

その中で小児慢性特定疾患の対象となるべき疾患の分類と制度上の問題点につき､特に内

分泌疾患、糖尿病､慢性心疾患に焦点をあてて検討した。 


